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１【財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

資産の部   

現金預け金 199,009 254,631

現金 125,863 128,701

預け金 73,146 125,929

コールローン 787,610 227,327

債券貸借取引支払保証金 49,975 245,111

買入手形 ※7  230,000 －

買入金銭債権 87,917 67,609

商品有価証券 34,676 ※7  16,015

商品国債 3,369 2,632

商品地方債 2,955 2,395

その他の商品有価証券 28,350 10,987

有価証券 ※7  2,102,859 ※7  2,772,141

国債 1,449,952 2,138,249

地方債 264,044 302,983

社債 ※13  215,436 ※13  219,396

株式 130,360 96,781

その他の証券 43,065 14,730

貸出金
※2, ※3, ※4, ※5, ※7, ※8

6,181,769

※2, ※3, ※4, ※5, ※7, ※8

6,369,978

割引手形 ※6  35,976 ※6  30,925

手形貸付 279,069 257,198

証書貸付 5,446,935 5,635,022

当座貸越 419,787 446,831

外国為替 8,682 7,441

外国他店預け 6,632 7,132

買入外国為替 ※6  1,836 ※6  134

取立外国為替 213 174

その他資産 50,950 45,187

未決済為替貸 24 0

前払費用 904 938

未収収益 11,095 11,627

先物取引差入証拠金 115 291

先物取引差金勘定 583 1

金融派生商品 5,658 6,756

その他の資産 ※7  32,567 ※7  25,570

有形固定資産 ※9, ※10  58,024 ※9, ※10  58,131

建物 21,696 21,754

土地 31,118 31,117

建設仮勘定 304 348

その他の有形固定資産 4,904 4,912

無形固定資産 3,015 3,029

ソフトウエア 335 350

その他の無形固定資産 2,680 2,678

繰延税金資産 13,628 25,750

支払承諾見返 22,514 21,064

貸倒引当金 △39,313 △40,061

資産の部合計 9,791,320 10,073,357
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(単位：百万円)

前事業年度 
（平成20年３月31日） 

当事業年度 
（平成21年３月31日） 

負債の部   

預金 ※7  9,071,612 ※7  9,389,005

当座預金 228,355 225,462

普通預金 5,042,346 5,193,591

貯蓄預金 205,102 205,906

通知預金 7,987 7,661

定期預金 3,401,770 3,573,872

その他の預金 186,050 182,511

譲渡性預金 91,990 107,050

コールマネー 44,050 49,542

売現先勘定 － ※7  10,997

借用金 ※7  93,200 ※7  106,400

借入金 ※11  93,200 ※11  106,400

外国為替 242 149

売渡外国為替 198 106

未払外国為替 44 42

社債 ※12  95,000 ※12  95,000

その他負債 95,952 58,083

未決済為替借 13 12

未払法人税等 6,410 1,935

未払費用 14,419 14,511

前受収益 3,334 2,940

先物取引差金勘定 － 5

金融派生商品 6,954 6,203

その他の負債 64,820 32,474

賞与引当金 2,945 2,177

退職給付引当金 234 1,472

その他の引当金 3,573 4,396

支払承諾 22,514 21,064

負債の部合計 9,521,314 9,845,340

純資産の部   

資本金 70,000 70,000

資本剰余金 100,000 100,000

資本準備金 100,000 100,000

利益剰余金 83,918 72,654

利益準備金 20,012 20,012

その他利益剰余金 63,905 52,642

繰越利益剰余金 63,905 52,642

株主資本合計 253,918 242,654

その他有価証券評価差額金 17,268 △14,300

繰延ヘッジ損益 △1,180 △336

評価・換算差額等合計 16,087 △14,637

純資産の部合計 270,005 228,017

負債及び純資産の部合計 9,791,320 10,073,357
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

経常収益 218,713 212,900

資金運用収益 162,191 168,293

貸出金利息 134,438 140,610

有価証券利息配当金 16,473 22,229

コールローン利息 9,668 3,742

債券貸借取引受入利息 186 512

買入手形利息 107 91

預け金利息 0 0

その他の受入利息 1,315 1,105

役務取引等収益 41,016 32,296

受入為替手数料 8,476 8,343

その他の役務収益 32,540 23,952

その他業務収益 9,314 9,098

外国為替売買益 831 809

商品有価証券売買益 － 166

国債等債券売却益 8,482 6,876

金融派生商品収益 － 1,247

その他の業務収益 0 0

その他経常収益 6,190 3,211

株式等売却益 2,018 26

その他の経常収益 4,171 3,185

経常費用 151,848 167,397

資金調達費用 26,349 25,260

預金利息 20,716 20,257

譲渡性預金利息 899 841

コールマネー利息 301 225

売現先利息 9 10

債券貸借取引支払利息 66 179

借用金利息 2,255 1,871

社債利息 1,374 1,662

金利スワップ支払利息 722 200

その他の支払利息 3 11

役務取引等費用 19,439 19,291

支払為替手数料 1,761 1,721

その他の役務費用 17,678 17,569

その他業務費用 8,669 12,097

商品有価証券売買損 219 －

国債等債券売却損 4,053 7,736

国債等債券償還損 591 3,960

国債等債券償却 10 400

金融派生商品費用 3,794 －

営業経費 74,157 76,518

その他経常費用 23,232 34,229

貸倒引当金繰入額 5,494 13,027

貸出金償却 8,248 11,426

株式等売却損 697 1,092

株式等償却 1,718 3,587

その他の経常費用 7,074 5,095

経常利益 66,864 45,503
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
  至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
  至 平成21年３月31日) 

特別利益 2,608 873

固定資産処分益 9 11

償却債権取立益 2,598 862

特別損失 390 211

固定資産処分損 381 179

減損損失 8 31

税引前当期純利益 69,082 46,165

法人税、住民税及び事業税 29,349 20,178

法人税等調整額 △780 △3,030

法人税等合計  17,148

当期純利益 40,513 29,016
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 70,000 70,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 70,000 70,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 100,000 100,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 100,000 100,000

資本剰余金合計   

前期末残高 100,000 100,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 100,000 100,000

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 20,012 20,012

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 20,012 20,012

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 38,972 63,905

当期変動額   

剰余金の配当 △15,580 △40,280

当期純利益 40,513 29,016

当期変動額合計 24,933 △11,263

当期末残高 63,905 52,642

利益剰余金合計   

前期末残高 58,985 83,918

当期変動額   

剰余金の配当 △15,580 △40,280

当期純利益 40,513 29,016

当期変動額合計 24,933 △11,263

当期末残高 83,918 72,654

株主資本合計   

前期末残高 228,985 253,918

当期変動額   

剰余金の配当 △15,580 △40,280

当期純利益 40,513 29,016

当期変動額合計 24,933 △11,263

当期末残高 253,918 242,654
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 69,099 17,268

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △51,831 △31,568

当期変動額合計 △51,831 △31,568

当期末残高 17,268 △14,300

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 △309 △1,180

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △871 843

当期変動額合計 △871 843

当期末残高 △1,180 △336

評価・換算差額等合計   

前期末残高 68,789 16,087

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △52,702 △30,724

当期変動額合計 △52,702 △30,724

当期末残高 16,087 △14,637

純資産合計   

前期末残高 297,774 270,005

当期変動額   

剰余金の配当 △15,580 △40,280

当期純利益 40,513 29,016

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △52,702 △30,724

当期変動額合計 △27,768 △41,988

当期末残高 270,005 228,017
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 69,082 46,165

減価償却費 2,316 2,683

減損損失 8 31

貸倒引当金の増減（△） 3,635 748

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,945 △768

退職給付引当金の増減額（△は減少） 234 1,237

資金運用収益 △162,191 △168,293

資金調達費用 26,349 25,260

有価証券関係損益（△） △4,517 10,483

為替差損益（△は益） 253 △557

固定資産処分損益（△は益） 371 168

商品有価証券の純増（△）減 △25,721 18,661

貸出金の純増（△）減 △260,421 △188,208

預金の純増減（△） 130,347 317,393

譲渡性預金の純増減（△） △60,240 15,060

借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

△3,100 13,200

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △250 38

コールローン等の純増（△）減 462,290 810,590

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 △49,975 △195,135

コールマネー等の純増減（△） 3,982 16,490

外国為替（資産）の純増（△）減 5,530 1,240

外国為替（負債）の純増減（△） △117 △92

資金運用による収入 164,896 165,479

資金調達による支出 △30,852 △27,586

その他 58,101 2,956

小計 332,958 867,247

法人税等の支払額 △19,672 △31,226

営業活動によるキャッシュ・フロー 313,286 836,021

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △5,532,561 △8,175,935

有価証券の売却による収入 2,457,607 2,119,065

有価証券の償還による収入 2,535,318 5,319,750

有形固定資産の取得による支出 △2,516 △2,843

有形固定資産の売却による収入 17 27

無形固定資産の取得による支出 △178 △150

投資活動によるキャッシュ・フロー △542,313 △740,086

財務活動によるキャッシュ・フロー   

劣後特約付借入れによる収入 25,000 －

劣後特約付借入金の返済による支出 △60,000 －

劣後特約付社債の発行による収入 54,722 －

配当金の支払額 △15,580 △40,280

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,142 △40,280

現金及び現金同等物に係る換算差額 8 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △224,876 55,660

現金及び現金同等物の期首残高 422,142 197,266

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  197,266 ※1  252,926
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平成２０年６月２５日

  

 

 
  

  
 

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社埼玉りそな銀行の平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第６

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社埼玉りそな銀行の平成２０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

独立監査人の監査報告書

株式会社 埼玉りそな銀行 

取   締   役   会 御中

監査法人 ト ー マ ツ  

指定社員
業務執行社員 

公認会計士 古  澤    茂 ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

公認会計士 樋  口  誠  之 ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

公認会計士 墨  岡  俊  治 ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出
会社)が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

  

平成２１年６月２２日

  

 

 
  

  
 

  
 

  
 

  

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社埼玉りそな銀行の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの第７

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー

計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社埼玉りそな銀行の平成２１年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

  

独立監査人の監査報告書

株式会社 埼玉りそな銀行 

取   締   役   会 御中

監査法人 ト ー マ ツ  

指定社員
業務執行社員 

公認会計士 古  澤    茂 ㊞ 

指定社員
業務執行社員 

公認会計士 墨  岡  俊  治 ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出
会社)が別途保管しております。 

 ２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第２項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月26日 

【会社名】 株式会社埼玉りそな銀行 

【英訳名】 Saitama Resona Bank,Limited 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  上  條  正  仁 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当ありません。 

【本店の所在の場所】 さいたま市浦和区常盤七丁目４番１号 

【縦覧に供する場所】 該当ありません。 

  

  

  



当社代表取締役社長上條正仁は、当社の第７期(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日)の有価

証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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